人事院が｢定年延長に関する検討課題｣を提示－6/2

－公務員連絡会は協議の継続と合意に基づく作業を求める－

※この交渉情報は、ホームページやチラシ等には掲載せず、組織内の意思統一用として取り扱ってください。

人事院は、6月2日、公務員連絡会との協議で、別紙「定年延長に関する検討課題について」を提示した。今後、公務員連絡会の意見を聞きながら検討作業を進め、本年夏の勧告時の報告で制度骨格を示し、年内には段階的な定年延長を行うための意見の申出を行う考えであることを明らかにした。

　この検討課題は制度骨格になるもので、協議は14時から行われ、公務員連絡会側は書記長クラス交渉委員が、人事院側は尾西給与局長、井上同局次長、根本職員団体審議官、上山参事官が対応した。

　冒頭、井上次長が「昨年勧告時の報告で述べたとおり、定年年齢を段階的に65歳まで延長するため、本年中を目途に具体的な立法措置のための意見の申出を行うことができるよう、検討を進めてきた。本年勧告時の報告を経て、年内の意見の申出に向けた検討作業を進めるため、現段階における検討課題を整理した。これについて、皆さんのご意見を伺いながら検討していきたいのでよろしくお願いする」と述べた上で、別紙について説明した。

　説明に対し、吉澤事務局長が「今後、実務レベルでの協議を積み上げ、節目節目には書記長と給与局長との交渉・協議を行うこととし、合意に基づいて作業を進めてもらいたい」と申し入れ、人事院側にこれを確認させた上で、公務員連絡会側は、提示内容について、次の通り、人事院に対し追及や要望を行った。

(1)　地方公務員については、国の制度を基準として自動的に措置されることになる一方、特定警察職員の年金支給開始年齢の繰り延べが６年間ずれているなど国とは異なる事情があることから、この場においては地方公務員の問題を含めて議論させていただきたい。

(2)　困難職種についても代替措置について、研究会報告で例示されていたが、自衛官に対する特別手当のような仕組みや年金の繰上げ支給などを含めて検討してもらいたい。

(3)　60歳時点の意向聴取の内容は、職務内容、勤務時間、勤務地等ということであるが、職員の意思を確認し、それを尊重することが基本であり、退職を勧奨するような場にはしないことを徹底していただきたい。

(4)　役職定年について、新陳代謝の必要性は否定しないが、能力実績主義や平等取扱いの原則との関係について、納得がいくように説明してもらいたい。

(5)　短時間勤務については、地方公務員には60歳前の短時間勤務制度があること、また公務員連絡会としても要求しているので、60歳以降だけでなく60歳前を含めて検討すべきだ。

(6)　60歳以上の給与水準については職務給の原則の維持、ゆとりある生活ができる水準を基本に考えていただきたい。

　これに対し、人事院側は次の通り答えた。

(1)　議論の基本は国の制度であるが、地方への影響を含めて議論することとしたい。

(2)　困難職種についても定年延長を追求することが基本であるが、できない場合には特別手当や年金早期支給なども議論の対象となる。

(3)　意向聴取は、60歳以降の働き方について、職員により相応しいものにするために行うものであり、退職勧奨の場にはならないと考えている。勧奨退職促進の場にならないように気をつけて対応していきたい。

(4)　役職定年制は、能力実績主義の原則を維持しつつ、その例外として公務能率の維持向上の観点から役職に応じた定年を定めるものであり、合理性は維持できると考えている。また、役職定年を適用するのは一般的には重要ポストであり、他のポストと職務内容が異なっていることから、特別の定年を設定することにより、公務全体として能率を確保する観点から説明できると考えている。役職定年の具体的な仕組みができてくる中で改めて議論していきたい。

(5)　短時間勤務についてはこれから具体化していくことになるが、人事院としては定年が65歳になることを前提に60歳超の課題として検討したいと思っているが、60歳前も検討すべきとの意見をいただいたので念頭に置いて検討していく。

(6)　60歳以上の給与水準については、改めて議論していきたい。

　以上のように、本日は、多くの点で人事院から明確な見解が示されなかったが、最後に吉澤事務局長が「本日提示された検討課題について意見を提出するので、今後も協議を継続してもらいたい」と求め、人事院がこれを確認したことから、定年延長に関わる検討課題についての議論を締めくくった。

給与局長が50歳台後半層給与の定率引き下げ検討を提案

　2日午後の書記長クラスとの協議の席上、定年延長に関わる検討課題に引き続いて、尾西給与局長は50歳台後半層の給与水準の見直しについて、次の通り、提案を行った。

(1)　官民の給与の状況をみると、50歳台については公務の給与水準が民間を上回り、その中でも特に50歳台後半層については給与格差が拡大している傾向がみられ、放置できない状況にある。50歳台後半層について、速やかに是正のための措置を講ずることが必要と考えている。 

　なお、40歳台後半から50歳台前半は生計費的にもピークになる年齢層であり、この年齢層の給与を過度に抑制することは問題である。

(2)　是正措置に当たり、俸給カーブで対処することについては、平成17年の給与構造改革により俸給カーブは寝てきており、俸給間差額は狭まっている中で傾斜的配分により高齢層職員の給与を是正することは、俸給表の構造的にも限界であり、40歳台までカーブ是正の影響が及んでしまう。 

　また、高位号俸には50歳台後半層のみならず、50歳台前半層や40歳台後半層までが多数在職している実態にあり、俸給カーブを引き下げる形での是正では、この点からも意図しない広範な年齢階層の職員にまで給与引下げが影響してしまう。

(3)　公務の50歳台後半の給与水準の上昇については、昇格時の俸給増（昇格メリット）の影響及び管理職の割合が高まってきていることに伴う俸給の特別調整額の増額も要因として考えられ、従来の俸給カーブの変更による方法では、これらの要因に応じた適切な配分是正を行うことができない。

(4)　そこで、これらを勘案すると、50歳台後半層の官民給与の不均衡の問題に適切に対応するためには、従来の俸給の傾斜配分による方法ではなく、50歳台後半層の職員に焦点を当てた措置として実施することが必要である。具体的には、50歳台後半層の職員の給与に一定率を乗じ、マイナスする措置が必要と考えている。

　提案に対し、公務員連絡会側は、次の通り、問題点などを追及した。

(1)　人事院自身、2004年の報告で、能力実績主義を進める場合、年齢に基づく一律の定期昇給抑制・停止措置はよくないことを指摘していた。今回の提案は、能力実績主義に反するのではないか。

(2)　職員個人は同じ仕事をしているのに、ある年齢で給与が下がるということは職務給の原則に反するのではないか。

(3)　今、職場では、来年の新採抑制は言うまでもなく、定員削減で高齢化しており、50歳台の職員を含めて頑張って何とか仕事が回っている。50歳台後半の給与をいきなり下げるということになれば、一気にモチベーションが下がり、職場がもたない。

(4)　格差がありそれを是正する課題があることは理解するが、これまでは、世代間の傾斜配分、さらには十分な議論をした上での給与構造見直しで対応してきた。きょうの提案は、昨年勧告時の報告では何も言っていなかったにもかかわらず、人勧期を前に突然格差があるから、特別の措置が必要というもので極めて乱暴だ。拙速な提案であり、手続的にも問題だ。２、３年かけて議論を行い、納得の上で検討すべきだ。

　追及に対し、人事院側は次の通り答えた。

(1)　能力実績を給与に反映しつつ、官と民の給与水準の関係を是正していくために､定率で調整する方法が必要であり、能力実績主義に反しないと考えている。

(2)　職務給には幅があるので、下がっても職務給の原則に反するとは思わない。年齢階層別の官民給与を均衡させるという政策に基づくものであり、年齢で下げることには合理性がある。

(3)　50歳台後半は生計費もかからなくなってくるので職員の理解は得られるのではないかと思っている。

(4)　民間の高齢層給与水準が急激に下がる傾向にあり、国民の目も厳しいことから、格差拡大を放置できないと考えている。これまでも配分を含めて民間準拠の考え方で行ってきており、今回の提案もその考え方を変えるものではない。

　以上のように、公務員連絡会の追及に対し人事院が納得できる見解をしめさなかったことから、最後に吉澤事務局長が「50歳台の官民格差をどうするかという課題があることは受け止める。これに対応するため制度見直しが必要ということであれば、時間をかけて議論し合意を形成した上で作業を進めるべきだ。今年の対応については、較差を埋める場合に世代間配分の問題として俸給カーブを見直すことについては議論していきたい。しかし、本日提案があったように年齢で区切って定率で給与を引き下げるといったことは断じて認められない」と公務員連絡会としての姿勢を表明し、本日の協議を打ち切った。

　この問題は、本年の人勧期に向けた課題になることから、公務員連絡会としては、本日人事院に表明した考え方に基づいて、定年延長の課題とは切り離した上で、人勧期の交渉・協議を強化することにしている。

（別紙）
定年延長に関する検討課題について

１．定年制度の見直し 

(1)　公的年金の支給開始年齢の引上げに合わせて、平成25年度から３年に１歳ずつ段階的に定年年齢を引き上げるよう措置（65歳定年制が完成するのは平成37年度）。

(2)　定年延長について体力面の問題等の課題がある職種については、短時間勤務制や府省間での配置転換等の人材活用方策も含め、定年延長が可能か引き続き検討。

(3)　職務と責任の特殊性または欠員補充の困難性に基づく現行の60歳を超える特例定年の定めは、65歳への定年延長に伴い基本的にはこれに吸収。

(4)　職員の定年退職により公務運営に著しい支障が生じる場合の勤務延長（最長３年）について、定年延長後も同様のニーズがあり得るため、現行制度を存置。

(5)　現行の再任用制度は、定年の段階的引上げ期間中における措置として、定年以降65歳までの間の再任用制度として存置。

(6)　60歳到達時（又はそれより少し前）に本人の意向を聴取する機会を設定し、職務付与の見直し等を行う。

２．給与制度の見直し 

(1)　民間の雇用及び給与の状況等を踏まえ、60歳超の給与を設定。

(2)　60歳前の給与カーブの見直し。

３．役職定年制

(1)　人事の新陳代謝を図り、組織の活力を維持するため、役職定年制の導入を検討。

(2)　役職定年制を導入する場合、原則として、一定の役職段階以上（本府省にあっては準課長以上など）に属する官職を占める職員について、60歳到達年度末に降任させ、かつ、その後は昇任させない。

４．定年前の短時間勤務制 

　高齢期における健康上の理由や職員の希望する人生設計上の理由に基づく多様な働き方を可能とするため、定年前（60歳超）に通常より短い勤務時間で勤務できる制度について検討。

５．その他関連事項 

(1)　早期退職を支援する措置

(2)　定員上の経過的な取扱い

(3)　公務外への人材提供の在り方　など

以上

